
●主な耐用年数表(平成19年4月1日以降取得したもの)

耐用
年数

定額法
償却率

農業用倉庫
作業場

金属造(3mm超～4mm) 24 0.042

金属造(3mm以下) 17 0.059

木造・合成樹脂造 15 0.067

金属造(基礎工事あり) 14 0.072

木造(基礎工事あり) 5 0.200

その他(基礎工事あり) 8 0.125

金属造(基礎工事なし) 10 0.100

その他(基礎工事なし) 5 0.200

車両 軽トラック 4 0.250

トラクター、コンバイン

耕うん機、ロータリー

代掻き機、あぜぬり機

田植機、散布機、噴霧機

脱穀機、もみすり機

ビニール
ハウス

農業用設備 7 0.143

構造・用途等

【専従者控除額❶～❸】

専従者1人につき次のⒶⒷのうち少ない方

の金額

Ⓐ配偶者:86万円 その他の親族:50万円

Ⓑ専従者控除前の農業所得⑭÷

（事業専従者の数＋1）

【個人番号】

専従者がいる場合は、マイナンバー（個人番

号）を記載してください。

【償却の基礎になる金額】

平成19年4月1日以降に取

得した資産については、取

得価格と同額を記載してく

ださい。

⑧～⑬、㋑～㋵のそ

れぞれの合計（一番

右の欄）を収支内訳

書の該当欄に記載し

てください。

㋑㋷㋦

●軽トラなどの車検代

やガソリン代、自動車

税を記載するときは、

農業に使用する割合を

掛けた金額で計上して

ください。

●生計を一にする親族

が所有している資産を

無償で事業の用に供し

ている場合は、その資

産にかかる経費を必要

経費として計上できま

す。

③【受取共済金等】

農作物などの共済金、中山間地域等交付

金、農業関係の交付金・補償金・補助金

などを計上してください。

※農舎等にかかる建更の満期共済金につ

いては、一時所得で申告してください。

動力光熱費や作業用衣料費、

共済掛金、雑費など生活費

にかかる部分は必要経費に

なりませんので、計上しな

いでください。

表面の◆減価償却費の計算◆

欄の減価償却の合計額をその

まま記載してください。

◎一括償却資産
取得価格が10万円以上20万円未満の資産につ

いては、価格の3分の1の金額を、3年間必要経

費として計上することができます。

◎中古資産を取得した場合の耐用年数
取得後の使用可能年数を見積もって耐用年数と

します。

見積が困難な場合は、大規模な改良をしていな

い限り、次の算式で耐用年数を算出します。

①法定耐用年数の全部を経過した資産

法定耐用年数×0.2

②法定耐用年数の一部を経過した資産

法定耐用年数－（経過年数×0.8）

※ただし、計算した結果、2年未満となる場合

は2年とし、1年未満の端数がある場合は、その

端数を切り捨てます。

③【農作業の受託収入等】

●営農組合配分金、農事組合法人

から支払いを受ける従事分量配当

（事業従事高による配当）もこの

欄に記載してください。

※農協などから受ける出資配当金

は配当所得で申告してください。

●小作料は雑収入で計上し、賃借

権や利用権を設定した場合（農業

委員会での手続きあり）の賃借料

は不動産所得で計上してください。

㋑農地などの固定資

産税は、固定資産税

課税明細書に記載さ

れている固定資産税

と都市計画税の参考

税額の合計を計上し

てください。

※農業用資産以外の

固定資産税・自動車

税、国民健康保険税、

市・県民税は計上し

ないでください。

【農産物の棚卸高】

専ら家事消費に充てるための作物、野菜

類、ぶどう・桃など収穫時から販売消費

されるまでの期間が比較的短い果実につ

いては、棚卸を省略できます。

【取得価格】

使用可能期間が1年未

満または取得価格が

10万円未満の少額な

資産については、減価

償却せず、取得価格そ

のまま（全額）を必要

経費としてください。

㋷建物、施設、機具などの修繕、改良のために支出した金額のうち、①資産の

価値を高めたり、使用期間を延長させることとなる部分（資本的支出）の金額

は減価償却費、②通常の維持管理のため、または災害等の被害を受けた資産の

現状を回復するためにかかった金額は修繕費となります。

※資本的支出か修繕費か明らかでない金額がある場合で、その金額が60万円

未満の時またはその資産の前年末の取得価格のおおむね10％相当以下である

ときは修繕費として必要経費に計上できます。

※①に該当する場合、資産を新たに取得したものとして、資本的支出を行った

資産と同じ耐用年数で減価償却を行います。

⑫元金の返済額は計

上しないでください。

⑧家族に支払った給与等は対象外です。

◆事業専従者に関する事項◆欄に記載を

し、⑮に計上してください。

★農業による収入とそれを得るために要した

必要経費に関する書類については5年間（帳簿

は7年間）の保存が義務付けられていますので、

申告後も大切に保管してください。

【取得年月】

相続によって取得した資産については、取得時

期および耐用年数がそのまま引き継がれます。

㋕土地改良事業にかかる負担金（受益者負担

金）については、毎年の維持管理費に相当する

金額のみ計上してくだい。

※永久資産の取得費（施設の敷地等の取得費お

よび農用地の整地・造成に要した部分の金額）

は算入できません。ただし、各年の賦課金が

10アールあたり1万円未満の場合は、賦課金の

全額を必要経費として算入できます。

【農業用設備】

トラクター、コンバイ

ン、田植機など小型特

殊自動車にあたるもの

（最高速度が35km未

満で乗用装置があるも

の）を取得した際には、

必ず税務課にて登録の

手続きをしてください。

㋾農舎等にかかる建物

更生共済の掛金を計上

する場合、積立保険料

の部分は除いてくださ

い。

ｖ ｖ

ｖ

③【その他】

農業用資産の譲渡

（売却）収入は、

譲渡所得で申告し

てください。ただ

し、取得価格が10

万円未満の資産は

農業所得（雑収

入）で計上してく

さい。

①～④のそれ

ぞれの計（一

番右の欄）を

収支内訳書の

該当欄に記載

してください。


